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２ 干潟による水質浄化
２,１５７億円

２ 海岸・漁港の清掃
１,６０２億円

２ 魚付き林の造成
８４７億円

２ 藻場による水質浄化
５,５２７億円

１ 監視ネットワーク、油濁の除
去

２,０２３億円

３保養・交流・教育
１兆３,８４６億円

水産業・漁村の持つ多面的な機能の評価（試算：約１１兆円）
数値は(株)三菱総合研究所による試算（2004）より抜粋

２ 漁獲による物質循環の促進
２兆２,６７５億円

２ 濾過食性動物による水質浄化
６兆０,８９８億円

凡例
１．国民生命・財産の保全
２．自然環境を保全する役割
３．居住や交流の場の提供

地域社会を形成・維持

生命・財産の保全

環　境　保　全

水産物の
安定供給

交流の場の形成

多面的機能本来的機能

水産業

漁 村

水産業・漁村の多面的機能とは

多面的機能とは、本来的機能（＝水産物の安定供給）以外に水
産業・漁村の発揮している機能

新鮮で安全な食料を安
定的に供給することが、
水産業や漁村が持つ本
来の役割

本来の役割以外にも多くの役割を果たし、国民生活に貢献

水産多面的機能発揮対策

資料：漁港背後集落の人口推移と高齢化率は水産庁調べ、全国の高齢化率は平成12（2000）年、
17（2005）年は総務省「国勢調査」、その他の年は「人口推計」
注：平成23（2011）年以降の漁港背後集落の人口推移と高齢化率は、東日本大震災の影響によ
り、岩手県、宮城県、福島県について調査できなかったため、３県を除く結果。

資料：農林水産省「漁業センサス」及び「漁業就業動向調査報告書」
注：１）「漁業就業者」とは、満15歳以上で過去１年間に漁業の海上作業に30日以上従事した者。

２）( )内は漁業就業者の合計を100％とした構成割合（％）である。
３）平成20（2008）年は、雇い主である漁業経営体の側から調査を行ったため、これまでは含まれなかった非沿

海市町村に居住している者を含んでおり、平成15（2003）年とは連続しない。

４）平成23（2011）、24（2012）年は、東日本大震災の影響により、岩手、宮城及び福島を除く集計である。 ※平成１６年：日本学術会議の答申にも記載



機密性○情報 ○○限り

【事業の仕組】

漁業者の高齢化、漁村人口の減少等により、水産業・漁村の多面的機能の発揮に支障
が生じており、多面的機能の効果的・効率的な発揮に資する地域の取組を支援することにより、水産業
の再生・漁村の活性化を図ることが必要。

背 景

【主な活動項目】

漁業者等が行う水産業・漁村の多面的機能の発揮に資する活動に対し、一定の費用を国が支援。

事業内容

食文化等の伝
承機会の提供

海難救助

地球環境保全 漁村文化の継承

国民の生命 ・ 財産の保全

国境監視

藻場の保全漂流漂着物処理 教育と啓発
の場の提供

水産多面的機能発揮対策【継続】

活動組織

○漁業者、住民、
学校、ＮＰＯ等
で構成

○活動を推進

国

地域協議会

○都道府県、市町
村、学識経験者、
漁業者等で構成

○活動組織の指導
監督、交付金の管
理

【
交
付
金
】

【
交
付
金
】

全国的に漁村の多面的機能が効果的に発揮され、広く国民が享受

水産業・漁村が活性化され、その再生が促進

相乗効果

平成２７年度概算要求額
３，５００百万円（３，５００百万円）

活動指針
提示

地域活動
指針策定

活動計画
策定


